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 ソイルセメントの高流動化，高強度化技術を開発した．高流動化技術は，土粒子，セメント粒子の分散

効果に優れた２種類の高性能分散剤(主剤，助剤)を一定の比率でセメントミルクに併用添加することで，

ミルクの注入量を低減しても，ソイルセメントに対して強度を損なうことなく，高い流動性と凝結遅延性

を与える．高強度化技術は，比表面積の大きい(6,000～10,000cm2/g)高炉スラグ微粉末を，普通ポルトラ

ンドセメントと一定の比率で混合して固化材として用いることで，ソイルセメントの高強度化を可能とす

る．このうち高流動化技術を，ソイルセメント柱列壁工事（ＳＭＷ工法）に適用した結果，セメントミル

ク注入量の低減と，廃棄ソイルセメントスラリーの発生抑制が可能であることが確認できた． 
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１．はじめに 
 
土とセメント系固化材を混合してソイルセメント

を造成する技術は，地盤改良工法，山留め工法，基

礎(杭)工法，埋戻し工法などに幅広く用いられてい

る．これらの工法の内，原地盤にセメントミルクを

注入する工法では，原理的に，地盤に注入したセメ

ントミルクの体積に等しい廃棄ソイルセメントスラ

リーが地上に噴出する．これは建設廃棄物の建設汚

泥に該当し，産業廃棄物の適用を受ける．例えばソ

イルセメント山留め壁工法では，造成したソイルセ

メントの中に応力材としてＨ型鋼を建て込むことか

ら，まだ固まらないソイルセメントに適度な流動性

が必要となる．このことから，セメントミルクの注

入率が大きくなり，その結果，大量に発生する廃棄

ソイルセメントスラリーの処理・処分問題が生じて

いる．  

最近では建設工事の企画，設計，施工及び関連す

るすべての事業活動において，環境と調和を図りな

がら，社会の発展に貢献すべく，「建設副産物適正

処理推進要領（平成 10 年 12 月 1 日付改正）」等で，

建設廃棄物の発生抑制（減量化）およびリサイクル

の推進を図り，取り組むことが必要となってきてい

る． 

筆者らは，こうした社会的背景を考慮し，ソイル

セメント工法におけるこれらの問題点を解決するた

め，高炉スラグ微粉末の高強度性と当社開発の高性

能分散剤（主剤，助剤）の土粒子およびセメント粒

子分散効果に着目し，これらをソイルセメントの固

化材・流動化剤として適用することで，セメントミ

ルクの低注入率化と注入に伴って地表面に噴出する

廃棄ソイルセメントスラリーの低減，ひいては工費

縮減が可能なソイルセメント配合技術および工法の

開発を目指し，ソイルセメントの高強度化，高流動

化技術を開発した． 

本論文では，高強度化技術の開発と高流動化技術

の開発について，技術の概要とその実験結果を示し，

さらに，本技術のうち，高流動化技術をソイルセメ

ント柱列壁工法（ＳＭＷ工法）の現場に実際に適用

した際の，その実用性と効果について述べる． 

 

 

２．ソイルセメントの高強度化技術の開発 
 

高強度化技術は，比表面積の大きい（6,000～

10,000cm2/g）高炉スラグ微粉末を，普通ポルトラ

ンドセメントと一定の比率で混合して固化材として

用いることにより，ソイルセメントの高強度化を図

るものである． 

開発にあたっては，高炉スラグ微粉末の比表面積，

凝結開始材として高炉スラグ微粉末に混合する普通

ポルトランドセメント(以下 NPC と称す)の混合比率

をパラメータとする配合試験を行い，高強度化に最

適な，高炉スラグ微粉末の比表面積と，その混合比

率を求めた． 
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(1)実験に用いた高炉スラグ微粉末 

 高炉スラグ微粉末は，アルカリ刺激剤の存在下で

水と反応して凝結硬化する性質(これを潜在水硬性

という)をもっており，固化材として使用する場合

には，消石灰やセメントなどのアルカリ物質を添加

し，液相の pH を 12 以上に調整する必要がある．実

験に用いた高炉スラグ微粉末は，比表面積が 4000，

6,000，8,000，10,000，15,000，18,000cm2/g のも

のである．このうち，4,000，6,000，8,000 cm2/g

のものは，コンクリート用高炉スラグ微粉末として

JIS 規格が制定されている．表-1 に実験に用いた

4,000～18,000 cm2/g の高炉スラグ微粉末の品質を

示した． 
 

(2)実験方法 

 実験では，コスト，早強性などを考慮して NPC を

凝結開始材として用いた．NPC と高炉スラグ微粉末

の割合は，15%：85%，25%：75%，32.5%：67.5%，

50%：50%の４水準，一部 65%:35%，80%:20%の 6 水

準とした 

固化の対象とした土質は粘性土で，その主な物理

特性を表-2に示した. 

固化材の配合量は，対象土 1m3に対して 250kg と

し，スラリーの W/C を 150％，注入率は 45.6％とし

た．ソイルセメント練り上がり後，一軸圧縮試験用

としてφ5cm×10cm モールドに充填し， 

所定の材令まで気中養生した．一軸圧縮試験の材令

は 28 日とした． 

 

(3) 実験結果 

 図-1 に NPC 混合比と材令 28 日における一軸圧縮

強さの関係を高炉スラグ微粉末の比表面積ごとに示

した．これによると，4,000～10,000 の場合は，

NPC 混合比が 15％～50％までの範囲では，混合比が

多くなるほど一軸圧縮強さが大きくなり，混合比

50％で一軸圧縮強さが最大となった．また NPC 混合

比 50％以上では，混合比の増加にしたがって一軸

圧縮強さが低下した． 

一方，15,000，18,000 cm2/g の場合は，NPC 混合

比が 20～40％で一軸圧縮強さがピークを示し，

4,000～10,000 cm2/g の結果と異なった傾向を示し

た． 

 以上の結果より，高強度化に最適な高炉スラグ微 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

粉末の比表面積は，高炉スラグ微粉末の単価，入手 

の簡易さも考慮して，6,000～10,000 cm2/g が好ま

しく，NPC 混合比は 50%程度がよいと考えられる． 

 

 

３．ソイルセメントの高流動化技術の開発 
 
高流動化技術は，２種類の分散剤（主剤，助剤）

をセメントミルクに併用添加することにより，ソイ

ルセメントの強度・流動性を低下させることなく，

セメントミルクの低注入化を可能とするものである． 

開発にあたっては，まず主剤と助剤をそれぞれ単

独で添加した場合の配合試験を行い，主剤または助

剤の添加量とソイルセメントの流動性，強度との関

係を調べた。つぎに，主剤と助剤を併用添加した場

合の配合試験を行い，高流動化に最適な主剤と助剤

の添加比率を求めた． 

     公称比表面積 
         cm2/g 
品 質 

4000 6000 8000 10000 15000 18000 

密度            g/cm3 2.92 2.91 2.91 2.91 2.89 2.89 

比表面積        cm2/g 4400 6230 8270 10050 15180 18000 

材令   7 日 64 80 97 － － － 

材令 28 日 106 106 114 － － － 
活性度指数 

% 
材令 91 日 110 112 116 － － － 

塩基度 1.91 1.90 1.87 1.91 1.87 1.86 

表-1 高炉スラグ微粉末の品質 

表-2 試料土の物理特性 

土粒子の密度     g/cm3 2.69 

自然含水比      % 60.1 

砂  分       % 5.3 

シルト分      % 37.7 

粘 土 分      % 57.0 

図-1 比表面積と一軸圧縮強さとの関係 
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(1)分散剤（主剤，助剤）について 

表-3 に主剤と助剤の主な物性を示す．主剤は，

当社と東亜合成㈱が共同開発したポリカルボン酸系

の分散剤で，淡黄色透明の液体である．助剤は，無

機 

系の粉末の分散剤で，単価が主剤に比べて安く，高

流動化のためのランニングコストを縮減することを

目的とする．  

 

(2)実験方法 

 配合試験に用いた土は，高強度化実験と同じ粘性

土である．固化材は，高強度化実験の結果をふまえ， 

6,000 cm2/g の高炉スラグ微粉末と NPC を重量比

1:1 混合したものを用いた．固化材の配合量は高強

度化実験と同じで，対象土 1m3当たり 250kg とし，

W/C=150%，注入率 45.6%とした． 

主剤のみの配合試験では，主剤の添加量を対象土

1m3 当たり 20,30,40kg とし，助剤のみでは対象土

1m3当たり 10,20,30kg の添加量とした．また，流動

化剤無添加についても実験を行い，主剤，助剤の結

果と比較した． 

主剤と助剤の併用添加では，両者の合計添加量を

16，24，32kg/m3 とし，それぞれの添加量において

主剤と助剤の添加比率を 20%：80%，40%：60%，

60%：40%，80%：20%の 4 ケースに変化させ最適添加

比率を求めた． 

ソイルセメントの品質に関する試験は，流動性，

凝結遅延性をベーンせん断試験，強度を一軸圧縮試

験とし，一軸圧縮試験の材令は 28 日(気中養生)と

した． 

  

(3) 実験結果 

a) 主剤，助剤を単独添加した場合 

 図-2 に主剤，助剤の添加量ごとに経過時間とベ

ーンせん断強さの関係を示した． 

主剤は，ソイルセメントに対して高い分散性を発

揮し，初期流動性，凝結遅延性ともに優れている．

助剤は，無添加に比べて初期流動性は良いが，凝結

遅延性がほとんどないことがわかる． 

 図-3 に流動化剤添加量と一軸圧縮強さの関係を

示した．主剤を添加したソイルセメントの一軸圧縮

強さは，添加量の増加に伴い低下傾向を示し，特に，

添加量 40kg/m3 以上ではソイルセメントがほとんど

硬化しない結果となった．助剤は，無添加と比較し 

て強度が高くなることがわかった． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 主剤と助剤を併用した場合 

本論文では，主剤と助剤の合計添加量を 24kg/m3 と

した場合の結果を，以下に示す． 

図-4 に，助剤の添加比率に対する経過時間とベ

ーンせん断強さの関係を示した．助剤の添加比率が

20%，40%，60%では，ソイルセメントの初期流動性，

凝結遅延性ともに良好であった．添加比率が 80%で

は，初期流動性は良好であるが，凝結遅延性はほと

んど得られなかった． 

図-5 に，助剤の添加比率と一軸圧縮強さの関係

を示す．この結果によると，助剤の添加比率の増加

に伴って，強度が増加することが分かった．添加比

率 40%以上では流動化剤を添加しない場合よりも強

度が高くなり，特に，60%，80%以上では流動化剤無

添加の約 1.4～1.5 倍の強度となった． 

以上の結果より，主剤と助剤を併用添加した場合，

主剤，助剤を単独添加した場合に比べて，ソイルセ 

 主剤 

(有機系分散剤) 

助剤 

(無機系分散剤) 

外観 淡黄色透明の液体 粉末 

成分 ポリカルボン酸塩 無機化合物 

固形分 43wt% 100w% 

比重 1.25～1.30 － 

粘度 500～1000mPa･s － 

pH 7～9 － 

表-3 主剤，助剤の主な特性 
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図-2 主剤，助剤の添加量における経過時間とベーン

せん断強さとの関係 
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図-3 主剤，助剤の添加量と一軸圧縮強さとの関係 
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メントの強度を低下させることなく，高い流動性と

凝結遅延性を与えられることがわかった．助剤の最

適添加比率は，対象土の物性や求められる流動性と

凝結遅延時間等によって異なるが，他の実験結果も

踏まえ 40～60%が好ましいと考えられる． 

 

 

４．ソイルセメント柱列壁工法を対象としたセ

メントミルク低注入率化のための配合試験 
 

高流動，高強度化技術をソイルセメント柱列壁工

法に適用した場合，どの程度注入率を低減できるか

を求めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)実験方法 

実験に用いた対象土の物理特性を表-4 に示す．

また配合表を表-5 に示す．従来配合は，固化材と

して高炉セメントＢ種を用いて，対象土の性状から

W/C を 200%，注入率を 30～100%の範囲で実験した．

それに対して，高流動化技術（開発配合）では，固

化材として 6,000 cm2/g の高炉スラグ微粉末と NPC

を重量比 1:1 で混合したものを用い，W/C を従来配

合と同じ 200%とし，注入率を 20～40%とした． 

流動化剤の合計添加量は対象土量 1m3 に対して

7.5kg とし，助剤の添加比率は 60%とした． 

配合試験では，ソイルセメントの初期流動性，一

軸圧縮強さ(気中養生 28 日)について，従来配合と，

開発配合を比較検討した． 

 

(2)実験結果 

図-6 にセメントミルクの注入率と材令 28 日にお

ける一軸圧縮強さの関係を，図-7 にセメントミル

クの注入率と初期ベーンせん断強さの関係を示す． 

この結果によると，従来配合で標準とされる注入

率 50～75％における強度は，2.0～2.8N/mm2 となっ

た．これに対し，開発配合では注入率 30～40%で，

従来配合と同等の強度を示した． 

さらに，初期ベーンせん断強さについてみると，

従来配合での注入率 50～75%における初期ベーンせ

ん断強さは 0.06～0.2kN/m2 であり，これに対し，

開発配合では注入率 20～40%で，従来配合と同等以

上の初期流動性を示した． 

 よって，本実験でソイルセメント柱列壁工法で必

要な強度，適度な流動性を示す注入率は，従来配合

が 50～75％，開発配合が 30～40%となり，注入率の

低減率は 50～60%程度可能であることが分かった． 

 

 

土粒子の密度     g/cm3 2.690 

自然含水比    % 37.9 

礫   分       % 0.0 

砂   分       % 48.0 

シルト分       % 44.1 

粘 土 分       % 7.9 

配合 固化材 

流動化剤 

添加量 

(kg/m3) 

W/C 

(%) 

注入率

(%) 

従来 高炉Ｂ種 0 50～75

開発
ｽﾗｸﾞ＋NPC 

（50：50）
7.5 

200 
20～40

図-4 助剤の添加比率における経過時間とベーン

せん断との関係 

図-5 助剤の添加率と一軸圧縮強さとの関係 
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表-4 試料土の物理特性 

表-5 配合表 
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５．高流動化技術の現場適用結果  
 
高流動化技術について，その実用性と効果を確認

するため，ソイルセメント柱列壁工法（ＳＭＷ工

法）の３現場に適用した．各現場とも，一部を従来

配合で施工し，ソイルセメントの品質，施工性，廃

棄スラリーの発生量など開発配合と比較検討した．

適用した３現場の工事概要を表-6に示す． 

 

(1)配合計画 

３現場における従来配合，開発配合をそれぞれ

表-7，表-8，表-9 に示す．従来配合は，地盤条件

かから当初計画されていた配合である． 

開発配合は３現場ともセメントミルクの注入率を

従来配合の 60%に低減することを目標とし，配合を

計画した． 

使用する固化材は，ソイルセメントの必要強度が

0.5N/mm2 と低強度であること，事前の配合試験によ

って，従来配合とほぼ同等の強度が得られたことか

ら，高炉セメントＢ種とした．セメントミルクの

W/C も，従来配合と同じとした． 

流動化剤は，３現場とも助剤の添加比率を 60%と

した．また，流動化剤の合計添加量は地盤条件，施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用概要 
 

開発配合施工規模 対象土質 

① 
ビル新築 

山留め壁工事 

施工面積：2,400m2の内の 2,000m2 

削孔深さ：GL-13,16m 

削 孔 径：φ550 

砂・シルト 

主体 

② 
シールド発進立坑

山留め壁工事 

施工面積：920m2の内の 460m2 

削孔深さ：GL-20.5m， 

削 孔 径：φ600 

砂礫主体 

③ 
配水場建設 

山留め壁工事 

施工面積：9,500m2のうち 9,350m2 

削孔深さ：GL-20.5～27m， 

削 孔 径：φ900,φ650 

砂・粘土 

主体 

 固化材 

(kg/m3) 

Ｗ/Ｃ 

(%) 

流動化剤

(kg/m3) 

注入率

(%) 

従来配合 280 － 70 

開発配合 171 
220 

10 43 

 固化材 

(kg/m3) 

Ｗ/Ｃ 

(%) 

流動化剤

(kg/m3) 

注入率

(%) 

従来配合 280 － 65 

開発配合 168 
200 

10 39 

 固化材 

(kg/m3) 

Ｗ/Ｃ 

(%) 

流動化剤

(kg/m3) 

注入率

(%) 

従来配合 300 － 79 

開発配合 180 
230 

15 47 

表-6 各現場の工事概要 

表-8 適用現場②の配合 

表-9 適用現場③の配合 

図-6 注入率と一軸圧縮強さとの関係 図-7 注入率と初期ベーンせん断強さとの関係 

表-7 適用現場①の配合 
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工条件を考慮し，適用現場①，②は 10kg/m3，③は

15kg/m3とした． 

 

(2)施工結果 

 ３現場の施工結果を一括して表-10 に示す．以下

に施工結果についてまとめる． 
a)施工性 

 開発配合では，セメントミルクの注入率を従来配

合の 60％に減量化したにもかかわらず，ソイルセ

メントの流動性が得られた（詳細は b）に記述）．   

その結果，芯材の位置決め，建て込みが容易であ

った．また開発配合では，流動化剤の凝結遅延効果

により，ソイルセメントの流動性が保たれる時間が

従来配合より長く，複数エレメントの連続削孔が可

能となり，サイクルタイムを短くすることができ，

施工性が向上した． 
b)品質 

ソイルセメントの流動性は，フロー値（JHS A-

313 規格準拠）の測定結果より，適用現場①では従

来が 185mm，開発が 280mm，適用現場②では従来が

262mm，開発が 300mm となり，２現場とも従来配合

と比べ高い流動性を示した． 

一軸圧縮強さは，３現場において従来配合が

2.12N/mm2 ～ 3.50N/mm2 の 範 囲 で ， 開 発 配 合 は

2.09N/mm2～3.40N/mm2 の範囲となり，開発配合の方

がやや小さい結果となった．しかし必要強度

(0.5N/mm2)を満足し，山留め壁として，品質上問題

のないことが確認された． 
c)産廃処分量 

施工条件が異なるものの，３現場におけるセメン

トミルクの注入率（ミルク量/対象土量）は，従来 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配合が 65％～109％，開発配合が 39％～52％となり， 

当初の目的通り従来配合の 50～60％に低減できた． 

廃棄ソイルセメントスラリー発生率（廃棄スラリ

ー量/対象土量）についても，従来配合が 28％～

120％，開発配合が 13％～58％となり，ミルクの注

入率同様，従来配合と比較して 50～60％に削減す

ることができた． 

 

 

６．おわりに 
 
 ソイルセメントの高強度化技術と，高流動化技術

を開発した．また高流動化技術については，実際に

ソイルセメント柱列壁工事（ＳＭＷ工法）の３現場

に適用し，注入率の低減，廃棄スラリーの抑制など，

その有効性を確認することができた．  
今後は，ソイルセメント柱列壁工事への普及に努

めるとともに，他のソイルセメント工法への適用を

図っていきたいと考える． 
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 ① ② ③ 

フロー値 

(mm) 

280 

(従来配合：185) 

300 

(従来配合：262) 
測定せず 

一軸圧縮強さ 

（N/mm2） 

2.26 

(従来配合：2.55) 

3.40 

(従来配合：3.50) 

2.09 

(従来配合：2.12) 

ﾐﾙｸ注入率 

(ミルク注入量/対象土量) 

43% 

(従来配合：70%) 

39% 

(従来配合：65%) 

52% 

(従来配合：109%) 

産廃発生率 

(廃棄スラリー量/対象土量) 

40% 

(従来配合：68%) 

13% 

(従来配合：28%) 

58% 

(従来配合：120%) 

表-10 各現場の施行結果 

測定項目 
現場 




